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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第81期（2018年４月１日～2019年３月31日）

① 連結計算書類の連結注記表

② 計算書類の個別注記表

日本プラスト株式会社

株主総会招集ご通知の提供書面のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類

の個別注記表につきましては、法令及び定款第17条の規定に基づき、当社ホーム

ページ（https://www.n-plast.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さまに

提供しているものであります。

表紙



2019/05/29 22:07:51 / 18482773_日本プラスト株式会社_招集通知

連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　　11社

連結子会社の名称

（海外子会社）

ニートン・オート・プロダクツ、ニホンプラストメヒカーナ、ニホンプラストインド

ネシア、ニートン・ローム、中山富拉司特工業有限公司、ニホンプラストタイランド、

ニホンマグネシオ、武漢富拉司特汽車零部件有限公司、ニートン・オート・メヒカー

ナ、ニホンプラストメヒカーナ・テマスカルシンゴ

（国内子会社）

エヌピーサービス株式会社

（連結の範囲の変更）

ニホンプラストメヒカーナ・テマスカルシンゴを新規設立し、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の状況　　　　　　０社

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法適用の非連結子会社又は関連会社数

２社

（会社名）

エヌピー化成株式会社

日本プラスト運輸株式会社

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

０社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

①　在外連結子会社の決算日は、12月31日であり連結計算書類の作成に当たっては、同日現在

の計算書類を採用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。

②　国内連結子会社の事業年度末日は、連結会計年度末日と同一であります。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………………連結決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

デリバティブ………………………時価法

たな卸資産

製品、仕掛品、原材料…………主として総平均法による原価法

在外連結子会社は、主として先入先出法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
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貯蔵品

金型……………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

その他…………………………最終仕入原価法による原価法

在外連結子会社は、主として先入先出法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く）………………定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　２～９年

工具、器具及び備品　　２～20年

無形固定資産

（リース資産を除く）………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間に基づく定額法

リース資産…………………………リース期間を耐用年数とする定額法

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

賞与引当金…………………………従業員の賞与の支払いに充てるため、支給対象期間に対

応した支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金……………………役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給

見込額に基づき計上しております。

製品保証引当金……………………製品に係る市場回収処置に伴う損失の支払いに備えるた

め、当社及び一部の連結子会社が求償を受けると見込ま

れる金額を計上しております。

役員退職慰労引当金………………役員退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

(ｲ)退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

(ﾛ)数理計算上の差異の費用処理方法

　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。
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⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

(ｲ)ヘッジ会計の方法

　　　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の

条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段…金利スワップ　　　　　　　　　ヘッジ対象…借入金

(ﾊ)ヘッジ方針

　　　金利変動による借入債務の損失可能性を軽減する目的で行っております。

(ﾆ)ヘッジの有効性評価の方法

　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間

　　　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。なお、その金

額が僅少な場合には発生日に全額償却しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理………………税抜方式によっております。

(5) 表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16

日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分

に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 81,287百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

普通株式 19,410,000株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 164 8.50 2018年３月31日 2018年６月29日

2018年11月12日
取締役会

普通株式 164 8.50 2018年９月30日 2018年12月10日

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基 準 日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 194 利益剰余金 10.00 2019年３月31日 2019年６月28日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理部署である経理部において、取引

先ごとに期日管理及び残高管理を行うことによりリスク低減を図っております。また、投資有

価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　支払手形及び買掛金については、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借

入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しており

ます。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、主として実需の範囲で行うこととしており

ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額(＊)

時価(＊) 差額

①現金及び預金 10,819 10,819 ―

②受取手形及び売掛金 13,729 13,729 ―

③投資有価証券

その他有価証券 2,230 2,230 ―

④支払手形及び買掛金 (12,783) (12,783) ―

⑤短期借入金 (9,944) (9,944) ―

⑥長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む)

(9,827) (9,857) △29

(*)　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

③投資有価証券　その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価額等によっております。

④支払手形及び買掛金、⑤短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。
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⑥長期借入金

　　元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされて

おり、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価額により算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額　229百万円）は、市場価額がなく、かつ将来キャッ

シュフローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「③　投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、静岡県において、賃貸用の土地を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

206 1,670

(注)時価の算定方法は、不動産鑑定評価額に合理的な調整を行って算出した金額によっておりま

す。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 1,733円27銭

１株当たり当期純利益 200円25銭

８．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

９．その他の注記

　　　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価方法及び評価基準

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価方法及び評価基準

製品、仕掛品、原材料………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

金型…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

その他………………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く）…………………定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　　　３～50年

　機械及び装置　　　　　　　２～９年

　工具、器具及び運搬具　　　２～20年

無形固定資産

（リース資産を除く）…………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産……………………………リース期間を耐用年数とする定額法

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

賞与引当金……………………………従業員の賞与の支払いに充てるため、支給対象期間に対

応した支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金………………………役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込

額に基づき計上しております。
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退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、

それぞれ発生年度の翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金…………………役員退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

     主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の

条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ　　　　　　　ヘッジ対象…借入金

 ③ヘッジ方針

     金利変動による借入債務の損失可能性を軽減する目的で行っております。

 ④ヘッジの有効性評価の方法

     金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれ

らの会計処理方法と異なっております。

②消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(7) 表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示して

おります。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 51,376百万円

(2) 保証債務

①　関係会社の銀行借入に対する保証

保証先 保証金額

ニートン・オート・メヒカーナ 3,752百万円

ニホンプラストメヒカーナ 3,696

ニートン・オート・プロダクツ 2,708

ニートン・ローム 1,198

ニホンプラストインドネシア 302

武漢富拉司特汽車零部件有限公司 113

②　関係会社のリース料債務に対する保証

保証先 保証金額

ニートン・ローム 369百万円

ニートン・オート・プロダクツ 117

③　関係会社の仕入債務に対する経営指導念書

保証先 保証金額

ニホンプラストメヒカーナ 31百万円

ニートン・オート・メヒカーナ 1

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 4,054百万円

短期金銭債務 842

３．損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

売上高 5,374百万円

営業費用 6,889

営業取引以外の取引 1,653

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 7,875株

－ 9 －
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

賞与引当金 278百万円

退職給付引当金 721

役員退職慰労引当金 154

投資有価証券評価損 92

出資金評価損 243

関係会社株式評価損 3,639

減価償却費 25

外国税額 723

その他 295

小計 6,175

評価性引当額 △4,944

繰延税金資産合計 1,230

繰延税金負債

資産買換差益積立金 △30

固定資産圧縮積立金 △47

その他有価証券評価差額金 △314

繰延税金負債合計 △392

繰延税金資産の純額 838

－ 10 －
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

種 類 会 社 名
議 決 権 等 の
所 有 割 合
（％）

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

子 会 社
ニートン・
オ ー ト ・
プロダクツ

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
債務保証
技術供与契約
役員の兼任

債 務 保 証 2,826 ― ―

子 会 社
ニートン・ロ
ーム

直接
(間接)

100.0
(100.0)

当社の自動車部品の販売先
債務保証
技術供与契約
役員の兼任

債 務 保 証 1,568 ― ―

子 会 社
ニ ホ ン
プ ラ ス ト
メヒカーナ

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
債務保証
技術供与契約
役員の兼任

債 務 保 証 3,728 ― ―

子 会 社
ニートン・
オ ー ト ・
メヒカーナ

直接
(間接)

100.0
(100.0)

当社の自動車部品の販売先
債務保証
役員の兼任

債 務 保 証 3,753 ― ―

子 会 社
中山富拉司
特 工 業
有 限 公 司

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
技術供与契約
役員の兼任

営 業 取 引
( 製 品 の 販 売 等 ）

1,463 売 掛 金 1,078

子 会 社
武漢富拉司
特汽車零部
件有限公司

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
債務保証
技術供与契約
役員の兼任

営 業 取 引
( 製 品 の 販 売 等 ）

843 売 掛 金 451

 (注) １.上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示してお

ります。

２.取引条件及び取引条件の決定方針等

     一般取引先と同様、見積書を入手し価格交渉の上決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 1,046円03銭

１株当たり当期純利益 135円31銭

８．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

９．連結配当規制適用会社に関する注記

　　該当事項はありません。

10．その他の注記

　　該当事項はありません。
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